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1． はじめに 
 近年，コンクリート構造物における塩害などのコンクリート劣化により構造物の長期耐久性を損なう問題

が顕在化してきており，構造物の維持管理の重要性に対する関心が高まっている。しかし，現在の構造物の

維持管理は事後保全的であり，構造物の劣化が進んでから大規模な補修を行う場合と，劣化があまり進まな

い内に軽い補修を繰り返す場合のどちらのケースの方が最適な維持管理方法であるか，明らかになっていな

い。そこで，本研究では 3ケースの維持管理方法を設定し，試算を行うことでライフサイクルコスト(LCC)
の観点から，最適な補修時期の検討を行なった。 
2．LCC の算定 

 本研究では，事業者コストのみを評価する LCC1と，社会的損失を考慮した LCC2を定義することとした。 
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I：初期建設段階費用，Ci：点検費用，Cr：補修費用，R：廃棄・更新段階費用 
UC：社会的損失，r：割引率，t：経過年数，T：LCC評価期間 

3．試算条件 

 本研究では，LCC試算の対象構造物として汀線
から 100m離れた位置に建設されるポストテンシ
ョン方式 PC単純 T桁橋を設定し，耐力減少要因
として塩害による劣化に着目した。検討項目とし

て維持管理方法 3ケースを設定し，LCC評価期間
100年における試算を行った。また，割引率につ
いては，基準割引率として 0%を設定し，割引率
が LCC試算に及ぼす影響を検討するために 4%を
設定した。 

4．維持管理方法の設定 

 本研究で設定した維持管理方法を表-1に示す。

case1は断面補修による延命を行なわず，使用限界
において更新を行なうと設定した。また，case2，
case3は共に桁の断面補修による延命を設定して
いるが，修復深さが異なっており，case2は case3
に比べ大規模な補修を想定している。 
5．事業者コスト 

 本研究で設定した事業者コストを表-2に示す。

費用の表記に関しては，初期建設費用を 1とした
時の比(LCC比)によって表すこととした。なお，
初期建設費用は約 6千万円であった。表中の補
修・更新時期は過去の研究例 1)に従い，劣化を予

想し，設定した。その際用いたパラメータを表-3

に示す。社会的損失については，case1,case2にお

表-1 維持管理方法の設定 

設定 維持管理方法

case1 鉄筋の腐食による橋の使用限界で更新(架替)

case2
鉄筋位置における塩化物イオン濃度が

1.2kg/m3で断面補修

case3
かぶりの1/2の位置における塩化物イオン濃度が

1.2kg/m3で断面補修

表-2 LCC 試算パラメータ 

LCC試算ケース case1 case2 case3
初期建設費用
補修費用 - 0.69(33

*
) 0.28(10

*
)

更新費用 3(70
*
) - -

定期点検
詳細点検
社会的損失 2.51(70

*
) 0.51(33

*
) 0

( )中の数字はサイクル
*は劣化予測により算定した値

1

0.015(5)
0.02(補修・更新時)

表-3 劣化予測パラメータ 

項目 数値 引用文献
設計かぶり 60(mm) -
呼び強度 40(N/mm2) -

表面塩化物イオン濃度 4.5(kg/m3) 2)

拡散係数(W/C=35%) 0.3485(cm2/year) 2)

ひび割れ発生前の腐食速度 9(mg/cm
2
/year) 3)

ひび割れ発生後の腐食速度 50(mg/cm2/year) 3)

限界塩化物イオン濃度 1.2(kg/m3) 2)

ひび割れ発生時鉄筋腐食量 10(mg/cm2) 4)
要補修鉄筋断面減少率 50(%) -
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いて発生するものとし，case1については建替え期間中
通行止め，case2については補修期間中片側通行と仮定
した。また，case3では通行止め等による社会的損失は
発生しないと仮定した。 

6．LCC 試算結果 

 図-1に LCC評価期間 100年における LCC1比の試
算結果を，図-2に LCC評価期間 100年における LCC2
比の試算結果を示す。まず，事業者コストのみを考慮

した LCC1結果に着目する。割引率 0%では，case2が
最も経済的となり，case1と case3では，LCC1比が高
くなる結果となった。これは，case1では更新を行なう
際に大きな費用がかかること，case3では補修回数が多
いため，1回の補修費用は小さいが最終的には大きな
補修費用がかかってしまうためと考えられる。次に割

引率 4％での LCC1比試算結果に着目すると，割引率
0％の時とは異なり，case1が最も経済的となる結果と
なった。これは，更新時に発生する費用が割引率の影

響を大きく受けるためと考えられる。また，割引率 4%
においても，case3は LCC1比が高くなる結果となった。
これにより，細かな補修であっても補修回数が多くな

ることは LCCを高くする場合があることが分かる。 
また，社会的損失を考慮した LCC2比による試算結

果に着目すると，case3が最も優位となる結果となった。
これは，case3では通行止め等による社会的損失が発生
しないためであり，逆に case1では更新時に発生する
社会的損失が大きいために，経済性が大きく損なわれ

ていることが分かる。 

7．まとめ 

以上より，補修規模が大きくなると補修費用の合計

は減少し，逆に社会的損失は補修規模が大きくなるに

つれて増加する。今後，補修計画は LCCで評価するこ
とが求められる。ここで，LCCは，図-3に示すように
社会的損失と補修費の和で表され，最小値を持つよう

な値になると考えられる。このように LCCが最小とな
るような補修規模，あるいは補修時期を定める必要が

あると考えられる。 
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図-1 LCC 評価期間 100 年における LCC1 比

割引率 4% 
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図-2 LCC 評価期間 100 年における LCC2 比

割引率 0% 

図-3 補修規模と費用の概念図
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